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Ⅰ 事業報告 
 

   2007 年 4 月 1 日、（社 ）ＢＳデジタル放 送 推 進 協 会 と（社 ）地 上 デジタル放送 推 進 協

会が統合され、新たに（社）デジタル放送推進協会（Ｄpa）が発足した。 

「新 団 体 としての統 合 効 果 を速 やかに発 揮 してほしい」という会 員 の期 待 に応 え

、昨年 6 月からは間 部 新 理 事 長 のリーダーシップのもと積 極 的 な事 業 展 開 を図 って

きた。 

  

  地 上 デジタル放 送 は、中 継 局 の整 備 がほぼ計 画 どおり進 み、受 信 可 能 エリアは

2007 年度末に 93％に達した。また、受信機器の普及も順調で、液晶やＰＤＰの薄型

テレビなどの価格低廉化が進み、買い替え需要の拡大とともに購入者が若年層を含

めた幅広い層に拡大した結果、年度末には 3,361 万台（ＪＥＩＴＡ調べ）に達し、目標の

3,000 万台を大きく上回った。 また、地上デジタル放送の特徴の一つであるワンセグ

サービスも予 想 以 上 に普 及 が進 み、ワンセグ機 能 つき携 帯 電 話 だけでも年 度 末 に

2,800 万 台 を超 える見 込 みで、放 送 法 の改 正 によるサイマルフリー化 後 の新 たな展

開を検討すべき段階を迎えている。 

  

   2007 年度の普及促進事業としては、地デジ関係では、新規事業の「“地デジ体感”

全国キャラバン」（総務省共催）に最大の力を注いだ。4 トントラックに各種のデジタル

受信機器を搭載して約 5 ヶ月に亘り全国を巡回、22 都道府県、34 会場でイベントを

開催し、延べ体感者数 9,090 名、各地の放送局による関連放送時間数 5 時間超と

いう実 績 を残 した。また、ＳＭＡＰの草 彅 剛 を継 続 起 用 し「地デジにするにはワケがあ

る編 」等 のテレビスポットを企 画 ・制 作 し、各 放 送 局 の協 力 により各 局 でそれぞれ年

間 1,000 本以上が放送された。デジタル放送のポータルサイトを目指したホームペー

ジの充 実 にも積 極 的 に取 り組 み、ビデオクリップ「ザ・たっちの地 デジのは・て・な！」

や理解促進のための「e-ラーニング」などの新企画をスタートさせた結果、Dpa ホーム

ページのアクセス数は月間 400 万 PV を突破した。加えて、消費者団体とも連携して

制作した地デジ受信啓発の新聞広告を全国紙に掲載するなど 2008 年度＜現実化

期＞に向けて弾みをつける事業にも着手した。 

 

   ＢＳデジタル放送は、3 波共用受信機の低廉化、地上デジタル放送の普及に伴うデ

ジタル放 送への関 心の高まり、ＢＳデジタル放送ならではの魅力ある番組創りなどの

相乗効果により、2007 年 10 月末には普及数が 3,000 万件（ＮＨＫ調べ）の大台を突

破し、年度末の普及数は 3,650 万件（ＮＨＫ調べ）に達した。 

2007 年度、BS 関連では、BS アナログハイビジョンの放送終了、BS チャンネルの

再編作業という大きな課題があったが、2011 年の完全デジタル移行への先駆けとな

るアナログハイビジョン停波は 9 月末に大きな混乱もなく実施された。また、ＢＳ再編

も 12 月 1 日に無事完了し、新規チャンネルがスタートし、モアチャンネルとしての魅力

が増幅した。 

統合初年度にあたり、デジタル放送全体の普及促進事業を効率よく実施するため

に、「12 月 1 日デジタル放送の日」記念式典は地上・BS 一体で企画し、実施したが、
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新たに BS ハイビジョン放送を提供する 3 つのチャンネルの社長による放送開始セレ

モニーなどが話題を呼んだ。このほか、地上・BS の共通の課題であるアンテナに関す

る周 知 広 報 素 材 の開 発 、「デジタル放 送 の日 」クイズキャンペーン、ホームページの

共 同 編 集 などに取 り組 むと共 に、2008 年 度 に開 催 される北 京 五 輪 はデジタル受 信

機器の飛躍的な普及を図る絶好機であると捉え、番組表の作成など地上・BS 一体

となった普及促進活動を展開すべく準備に着手した。 

  

   エリア情 報 については、開 局 に関 するきめ細 かな情 報 の提 供 、各 地 での地 道 な研

修 会 の実 施 、受 信 相 談 センターの対 応 など着 実 に業 務 を遂 行 すると共 に、「放 送 エ

リアのめやす」の表示方法の抜本的改善に取り組んだ。 

 

   技 術 関 係 では、地 デジ／ＢＳの技 術 部 門 としてデジタル放 送 の運 用 規 定 作 りと受

信 機 ソフトウエアのバージョンアップのためのエンジニアリング・サービス（ＥＳ）を両 輪

としたデジタル放送の基盤づくりに引き続き貢献した。 

    

   総 務 関 係 では、新 組 織 における組 織 構 成 、要 員 配 置 、予 算 管 理 など組 織 の合 理

化、スリム化を進め、要員については、統合前の 42 名体制から 2007 年度末で統合

後の目標としていた 34 名体制を実現することができた。 

   広報活動については、関連する団体、関係者との連携を強化し、取材対応など積

極的に展開した。 

   ＲＭＰ関 連 では、視 聴 者 や著 作 権 団 体 等 の意 向 、受 信 機 や録 画 機 の動 向 など、

周辺状況を含めてコピー制御の適正かつ確実な運用に努めた。 

    

  各局・部の事業報告を以下に記載する。 

 

Ⅱ．普及促進局 事業報告 
 

2007 年度は、アナログ放送が終了する2011 年 7 月 24 日までの期間が 4 年を切る

こととなる年 であり、デジタル放 送 の理 解 促 進 に一 層 の弾 みをつける重 要 な年 度 と

位置づけた。 

普及活動としては、視聴者一人一人に、なぜアナログ放送を終了しデジタル放送に

移 行 するのか、デジタル放 送 がどんなメリットをもたらすのかなどを理 解 して頂 くと共

に、普段は電気店などに足を運ばず、これまで一度もデジタル放送を見たことがない

視聴者にも積極的にアプローチし、デジタル放送の魅力を体感してもらうなどの施策

を実施した。 

総 務 省 、放 送 局 、受 信 機 メーカー、関 係 団 体 と協 力 して周 知 広 報 、普 及 促 進 活 動

に取り組んだ結果、所期の成果を上げることができたと考えている。 

 

１．地デジ普及企画部 
 

■重点目標 ① アナログ放送終了告知 

「2011 年 7 月 24 日までにアナログ放送が終了し、それ以降は、アナ

ログ放送のみに対応するテレビだけでは視聴できなくなる」ことについ

ての理解向上を図るため、終了告知活動を継続した。 

 2



  

地 上 デジタル推 進 全 国 会 議 の第 7 次行 動 計 画 」に沿 い、アナログ放

送終了の認知度を 2007 年度中に 90％に引き上げることを目標とし

たが、2008 年 3 月実施の総務省浸透度調査の結果では、アナログ

放送終了時期の認知度が 64.7％（前年 60.4％）と低水準の伸びにと

どまった点に課題を残した。 

■重点目標 ② デジタル放送に対する理解促進と受信機器の普及促進 

「地 デジにするにはワケがある」「知 ってください地 デジのこと」など、

視聴者のデジタル放送に対する理解促進と地上デジタルチューナー

搭載受信機の普及促進に積極的に取り組んだ。 

その結果、「2007 年度中に 3,000 万台」という目標は、3 ヶ月あまり 

前倒しで 2007 年 12 月に達成し、年度末には、3,361 万台に達した。 

戦略的に重点を置いた世帯普及率は、総務省浸透度調査の結果、

43.7％（前年 27.8％）と順調な伸びを示している。 

 

以上 2 つの重点目標を実現するために、次の施策を展開した。 

 

（１）放送告知を軸とした強力なＰＲ展開 

周知・広報、普及促進を推進する上で、最大の武器は「放送」であることから、「アナ

ログ放送終了告知」「デジタル放送に対する理解促進」を柱とする放送による周知・

広報、普及促進に努めた。 

具体的には、「なぜアナログ放送を終了するのか？」に答えるため、「電波の有効利

用」を訴求する草彅剛出演のスポット「地デジにするにはワケがある」を制作、また、

デジタルテレビの普 及 世 帯 が順 調 に増 加 していることを捉 え、地 デジサポーターが

“どんどん増 えている”と呼 びかける「あっちこっち地 デジ」を制 作 し、ＮＨＫと民 放 連

の協力を得て、各放送局で年間 1,000 本以上を放送した。 

アナログ放送終了 4 年前となった 2007 年 7 月 24 日には丸ビルにて新作スポット・

“ 地 デ ジ 体 感 ” 全 国 キ ャ ラ バ ン 事 業 の 記 者 発 表 、 デ ジ タ ル 放 送 の 日 で あ る

「12 月 1 日」 には記 念 式 典 を開 催 し、いずれもニュース・情 報 番 組 などで紹 介 された。 

（２）“地デジ体感”全国キャラバン事業の実施 

普 段 あまり電 気 店 に足 を運 ばず、一 度 もデジタル放 送 のテレビ画 面 を見 たことのな

い視聴 者 が 40％～50％もいるという複数 の調 査 結 果 を受 け、一 人 でも多 くの視 聴

者 に、デジタル放 送 の魅 力 や便 利 な機 能 などを「体 感 」してもらうために、ＮＨＫ、民

放 連 、ＪＥＩＴＡの特 別 協 賛 を得 て、総 務 省 との共 催 で“地 デジ体 感 ”全 国 キャラバン

事業を展開した。 

荷台が展示スペース兼ステージとなる４トンのトラック（ステージカー）にデジタル放送

の受 信 機 器 （メーカー、キャリア各 社 より借 用 ）を満 載 し、プレゼンターである“レッ

ツ！地デジ隊”とともに全国を巡回した。 

各地の総合通信局、放送局、地方自治体などの協力のもとに全国 22 都道府県、

28 地区、34 会場で実施した。ステージカー上での体感イベントについては、40 回実

施し、多くの地デジ推進大使の出演協力も得て、9,000 名あまりの視聴者に実体感

してもらうことができた。更に、ほとんどすべての地域で放送対応をして頂いた結果、

アナログ放送終了の周知、デジタル放送の理解促進に成果をあげることができた。 

総務省地デジコールセンター、総合通信局、各放送局などから相談員の派遣を得、

地域ごとのきめ細かな受信相談にも応じた。各会場では、来場者を対象にアンケー

ト調査を実施し、インターネット調査とは一味違う、視聴者の意見を収集することが
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でき、今後の普及事業立案に役立てることを企画している。 

（３）普及促進共通ツールの開発・制作 

地域ごとの「地上デジタル放送エリアのめやす」を掲載した総務省発行の「地デジ準

備ガイド」、地デジ受信にはＵＨＦアンテナが必要であることなどを周知する「アンテナ

確認チラシ」などの作成、編集、配布などに協力した。 

2011 年 7 月 24 日までに地上アナログ放送が終了することを訴求するために、終了

日を記載したウエットティッシュなども作成、配布し、普及推進に努めた。 

（４）情報発信活動の強化 

Ｄｐａホームページは、普及促進の重要なツールであると位置づけている。 

その強 化 策 の一 つとして、地 デジを見 るための方 法 をわかりやすく、しかも親 しみや

すく理解してもらうために、ビデオクリップ「ザ・たっちの地デジのは・て・な！」（３分程

度×５本）を作成し、公開した。 

また、家電店店員から一般の視聴者まで幅広く地デジの理解促進に役立つ「ｅ－ラ

ーニング」も作成して掲載し、多くのアクセスを得ている。 

    活字メディアに対しては、ＵＨＦアンテナの準備、集合住宅での対応など地デジを見

るための個 別 具 体 的 な方 法 を紹 介 し購入 に向 けての準 備 を促すために、総 務 省 と

連携して産経新聞と読売新聞に広告を掲載した。 

 

２．ＢＳ普及企画部 
 

 ■重点目標 ① 2007 年内にＢＳデジタル放送の普及数 3,000 万件を目標とするとと

もに、実視聴世帯の拡大を目指す。 

■重点目標 ② 2007 年 12 月のＢＳ再編とチャンネル・ラインナップ拡充及び視聴方

法などの周知広報を関係先と連携して実施する。 

 

以上２つの目標を実現するために、次の施策を展開した。 

 

（１）ＢＳ各局共同キャンペーンと連動したＰＲ展開 

   夏 の商 戦 期 において、ＢＳデジタル８局 共 同 キャンペーン「夏 のホットＢＳ！2007」と

連 動 し、ＢＳデジタル番 組 ガイド特 集 号 、Ｄｐａホームページ等 で、ＢＳデジタルの魅

力を広く訴求し、デジタル受信機器への早期買い替えを喚起した。 

    これらの活動と相俟って、2007 年 10 月末には、目標より 2 カ月前倒しで、普及数

3,000 万件の大台を突破し、普及 2,000 万から約 11 カ月でのスピード達成となった。 

これを記念して、ＢＳ10 局では共同で「ＧＯ！ＢＳデジタル 3000 万！！！」キャンペー

ンを展 開 。“郷 ひろみ”＋パラボラ・ガールズを起 用 したキャンペーン・スポットは、ス

ポーツ紙、テレビ誌をはじめ各方面で話題を集め、ＢＳデジタル 3000 万を幅広い層

にアピールした。 

    Ｄｐａでは、ＢＳ10 局共同キャンペーンと連動し、「ＢＳデジタル 3000 万突破と新規ハ

イビジョン・チャンネル 12 月 1 日スタート」をテーマに、ＢＳデジタル番組ガイド特集号、

Ｄｐａホームページ、プレスリリース等を通して、視聴者をはじめ、新聞各紙や業界紙、

テレビ誌等へＰＲし、話題喚起と周知広報に努めた。 
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（２）ＢＳデジタル番組ガイドの発行 

    ＢＳデジタル放送のモア・チャンネルとしてのコンテンツの魅力を継続的に訴求し、デ

ジタル受信機器への早期買い替えを促進するために、2007 年度は、計 10 回（各約

75 万部、夏・冬の商戦期は約 90 万部へ増刷）、合計約 780 万部を発行してきた。 

また、夏・冬の商戦期については、4 ページから 12 ページへ増ページし、ＢＳのキャン

ペーン特 集 に加 えて、地 上 ・ＢＳのデジタル放 送 の魅 力 や受 信 方 法 等 の解 説 を掲

載し実視聴の拡大を図った。 

ＢＳデジタル番組ガイドは、ＢＳデジタル放送開始以来発行を続けており、家電店や

ケーブルテレビ局の現場の販促ツールとして定着しているが、2008 年度から現場で

さらに役 立 つものへのリニューアルを図 るため、店 頭 でのニーズや活 用 状 況 を調 査

した。（家電約 500 店舗の担当者へ電話調査） 

 この調査結果を踏まえて 2008 年度は、番組紹介に加えて、料金説明やデジタル

放送（地上・ＢＳ）の受信方法を掲載していく予定である。 

（３）ＢＳアナログ・ハイビジョン放送の終了及び新たなデジタル放送の開始に係わる 

周知広報 

  総 務 省 の関 係 者 連 絡 会 及 びＮＨＫと密 接 な連 携 を図 り、ＢＳアナログ・ハイビジョン

放 送 終 了 の周 知 に努 めると共 に、コールセンター（ＢＳハイビジョンお問 い合 わせセ

ンター）の運 営 に協 力 し滞 りなく終 了 した。また、新 規 チャンネル開 始 に伴 う視 聴 方

法の周知、問い合わせ対応等についても、新規チャンネル各局とメーカー各社の連

絡会を立ち上げ、万全の体制で実施した。 

     ＢＳアナログ・ハイビジョン放 送 が無 事 終 了 したのに伴 い、本 件 に関 するコールセン

ター業務も 2007 年 11 月末に終了した。そのため、Ｄｐａとして、今後もＢＳデジタル

放送全般に関するお問い合わせに対応できる体制として、2007 年 12 月より「ＢＳデ

ジタル放送お問い合わせセンター」を開設した。 

  （４）アンテナ設置促進施策 

    ＢＳデジタル放送の実視聴世帯拡大を図るために、2007 年度も、デジタル放送受 

    信機器に同梱される「Ｂ－ＣＡＳファーストステップ・ガイド」の紙面を活用して、アンテ

ナ設置を訴求した。（（社）衛星放送協会と共同） 

   2007 年度のＢＳアンテナの出荷状況は、Ｗ杯サッカーが開催された 2006 年度を上

回る前年比約 107％で推移した。 

   また、総務省の地上及びＢＳデジタル放送受信のためのアンテナ確認を促す「アンテ 

ナ確認チラシ」の企画作成・配布に協力した。 

（５）調査研究 

ＢＳの新規チャンネルの認知状況やデジタル放送受信機保有者の地上・ＢＳデジタ

ル未視聴の理由等の分析も追加し、毎年実施している「ＢＳデジタル放送の普及に

関する調査」（インターネット調査）を 3 月に実施した。 

（６）地上・ＢＳ共同キャンペーンの実施 

  「12 月１日デジタル放送の日」記念式典を日テレホールで開催するとともに、デジタ

ル放 送への理 解 促進 を図るために「12／1 デジタル放 送の日 ☆クイズ・キャンペー

ン」（期間 11～12 月）を実施した。 

地上、ＢＳの各放送局及びメーカー各社の告知への協力の結果、19 万件を超える
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応募があった。 

   

３．エリア情報部 
 

（１）エリア情報委員会 

  エリア情 報 委 員 会 は、11 回 開 催 したが、９月 の委 員 会 は、広 島 で開 催 し、広 島 地

上デジタル放送推進協議会との意見交換を行 うとともに、親局（絵下山）及 び呉 中

継局の視察等を行った。 

  （２）エリア情報の提供 

１）2007 年度において、中継局が 228 局所で開局し、これらの中継局のエリアにつ

いて開局 2 か月ごとに前倒しで「エリアのめやす検索システム」に反映した。 

    ２）全国キャラバンで配布した「地デジ準備ガイド」にブロックごとのエリア図を作成

し掲載を行った。 

（３）2008 年度エリア情報の提供 

１）「エリアのめやす検索システム」は 2003 年 12 月公開以降、デジタル放送局の

開局に合わせて更新を行い 92％以上のエリアをカバーしてきた。2008 年度以

降 は、残 るエリアをカバーするために中 継 局 の開 局 局 所 が大 幅 に増 えること

から、これに伴いエリア情報予算・事務作業も大幅な増加が見込まれること、

また、一方で、これから開局する中継局のエリアが小規模になることから視聴

者へのエリア情報の提供方法が大きな課題であった。 

２）委員会では７月の WG の設置（5 回開催）を含め半年間かけて検討を重ね、そ

の結果、地域に根ざしたエリア情報の提供を行うとともに、各地域の地上デジ

タル放 送 推 進 協 議 会 の協 力 により経 費 削 減 、事 務 作 業 の軽減 など大幅 な改

善が図れることとなり、4 月 1 日から「新エリアのめやす検索システム」として公

開を行った。 

（４）総 務 省 地 上 デジタルテレビジョン放 送 受 信 相 談 センター（以 下 「地 デジコールセン

ター」という）管理業務（請負業務） 

     １）相談状況・内容についての観察 

       地デジコールセンターの相談状況・内容について、毎週水曜日を定例打合せと

して 44 回、その他臨時的に 13 回実施し、的確な対応を行うための指導・助言

を行った。 

     ２）インターネットホームページの監修・監督 

       地 デジコールセンターに係 わる総 務 省 ホームページについて、データ更 新 など

4 回のアップデート及び高齢者を対象としたコンテンツの作成に監修・監督を行

った。 

       ３）質疑応答集の作成補助等 

       悪質商法、草彅剛出演スポット、ダビング 10 など状況に応じて質疑応答集を

作成し提供するとともに、更改に当たっての校正、監修を行った。 

     ４）研修テキストの作成 

       家電販売店等の店員に対する講習会に使用する講習会テキストについて 

4 回改訂した。 
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      ５）受信相談センターの受信相談結果の取りまとめ及び分析 

2006 年度の受信相談結果の取りまとめ及び分析を行い、2007 年 4 月 11 日

に総務省に報告書を提出するとともに説明を行った。 

６）業界情報の収集等 

デジタル放送局の開局状況、悪質商法、DD 混信など日常的に情報収集を行

い地デジコールセンターへの情報提供に努めた。 

 
４．ワンセグ部 

 
（１）ワンセグ部は 2007 年度事業目標「ワンセグの魅力、緊急災害時における役割な

ど理解促進に結びつく様々なキャンペーンを展開する」という方針を踏まえ、以 下

のイベントを実施した。 

１）“地デジ体感”全国キャラバン ： 7 月 20日～12 月 1 日 

ステージカーに地 デジ関 連 機 器 を搭 載 しての巡 回 イベントを実 施 。携 帯 電 話

向けワンセグのサービスについて、来場者に実際に体感してもらうなど、積極

的な PR 活動を実施した。 

２）CEATEC JAPAN 2007 ： 10 月 2 日～6 日 

 幕張メッセの JEITA、NHK ブース内における Dpa のデジタル関連コーナーに

出展。来場者にワンセグの利用促進を促すキャンペーンを実施した。 

３）“ワンセグ PR イベント” ： 2008 年 1 月 15 日～20 日 

 丸の内地下にてワンセグサービス普及促進の PR を展開した。 

（２）非 サイマルサービスなど、ワンセグを取 り巻 く環 境 の変 化 、今 後 の課 題 を整 理 検

討するため、3 月にグループインタビュ－やインターネットによる実態調査を実施し

た。この結果を参考に 2008 年度の具体的事業内容を見出していく。 
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Ⅲ．技術局 事業報告 
 

１．技術部 
 

（１）運用規定改定作業の推進 

    要 望のある追加規定提案やコンテンツ保 護方式の追加提案等に対し、技術部所

掌 の 各 種 会 議 の 円 滑 な 運 営 を 図 り な が ら 、 運 用 規 定 （ ARIB TR-B14 、 TR-B     

15）改定作業の支援を行った。 

（２）統合シナジー効果の発揮 

   事務局において地上/BS 間の技術情報の共有化を図り、一体化の体制を築いて

きた。  

一 方 、規 格 検 討 にあたるワーキンググループや技 術 専 門 委 員 会 等 でも合 同 の会

議を開催し、統合効果が発揮できるように努めた。 

（３）BS 再編業務への支援 

    新 規 BS デジタル放 送 事 業 者の参 入 及 び既 存 放 送 事 業 者 のスロット移 行 時 の

BS 再編業務に対して、BS 再編テスト分科会を中心とした作業の支援を行った。 

     移行変更作業は、段階的な実証実験や試験電波発射作業等を通じ大きなトラブ

ルもなく終え、無事に 2007 年 12 月 1 日を迎えた。 

（４）2011 年対応 

     情報通信審議会第 4 次中間答申を踏まえ、総務省からの依頼により 2011 年 7

月のアナログ放送終了を視野に入れた「簡易なチューナー」の機能の取りまとめを

行い、「簡易なチューナーの仕様ガイドライン」を総務省と連名で公表した。 

     その後 、関 係 する受 信 機 メーカーに対 し説 明 会 を実 施 し、受 信 機 メーカーの取 組

みに協力した。 

 
２．ＥＳ業務部 

 
  （１）ES 業務の推進 

    地上・BS 共に大きなトラブルもなく ES 業務の遂行が出来た。 

    地上については「周波数 Web システム」の本格運用が課題であったが、わかり易い

マニュアルの配付により、順調な運用が出来ている。 

    一方の BS については、3ｃｈから 15ｃｈへの移行もスムーズに実施された。 

   （２）新運営体制確立 

    統合後の ES 事業の新体制については、新委員会で集中的に、地上・ＢＳの「利用

料金体系」「分担金負担体系」「ES 利用メンバー資格」などを議論し、「新 ES 特別

委員会運営ルール」が策定された。特に、BS については、中期事業計画を定量的

に策定し関係者のコンセンサスを得た。 

（３）新規参入予定メーカー対応 

    新規参入予定メーカーに対しては、地デジ／ＢＳの ES に関する事前説明を行い、

ES システムの利用を積極的に進めた。 
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Ⅳ．総務局 事業報告 
 
１．総務部 

 
（１）組織構成、要員配備、予算管理などの合理化、スリム化 

    (社 )ＢＳデジタル放 送 推 進 協 会 と(社 )地 上 デジタル放 送 推 進 協 会 の統 合 後 の組 織

において統合効果を発揮すべく、組織構成、要員配備、予算管理などの組織の合

理化、 スリム化を進め要員については、統合前の 42 名体制から年度末で目標と

していた 34 名体制を実現することができた。また、2011 年のアナログ放送終了に不

可欠な新規事業への取組みを要請された場合を想定し情報の収集などに努めた。 

 （２）新規会員の獲得 

     2007 年 4 月のＤｐａ発足時、正会員 227 社（団体）、賛助会員 35 社（団体）、特別

会員１団体 合計 263 社（団体）であった会員数は、年度中の入会が 11 社、退会 8

社、会員資格喪失 2 社で年度末に正会員 226 社（団体）、賛助会員 37 社（団体）、

特別会員 1 団体 合計 264 社（団体）となり 1 社増加した。 

      

２．経理部 
 

   新会計基準への円滑な移行 

   (社 )ＢＳデジタル放 送 推 進 協 会 と(社 )地 上 デジタル放 送 推 進 協 会 の統 合 による会 計

の体系を整備すると共に新会計基準に対するシステムの導入を円滑に進めた。 

 

３．広報関係 
 

（１）地デジやワンセグ放送に関する理解・促進のため以下の取り組みを行った。  

   １）各 新 聞 社 ・通 信 社 ・雑 誌 社 などのメディア担 当 との記 者 懇 談 会 、消 費 者 団 体

代表との懇談会を開催、地デジの理解・促進に努めた。 

２）各企業の広報誌等に対する積極的な取材協力を行った。 

３）NHK、総務省等の記者クラブへの情報提供に努めた。 

（２）ホームページの充実 

視 聴 者 、国 民 がデジタル放 送 を理 解 するための情 報 源 として、ポータルサイト

を目 指 す当 協 会 のホームページは、デジタル放 送 の普 及 ・促 進 のための後 方

支 援 として様 々な“デジタル放 送 のための基 礎 知 識 ” “全国地デジ CM 紹介“

などを通じ分かりやすい情報を発信してきた。 

また、2008 年度からの利用者の利便性向上のため、トップページのリニューア

ル及び文字の拡大表示機能追加などを計画し、そのための準備を行った。 

 

４．ＲＭＰ管理部 
 

(１)ＲＭＰ特別委員会 

ＲＭＰ特別委員会は 4 月、7 月、9 月、12 月の 4 回開催し、年度事業計画・予算・

決算などを検討・策定し、事業・予算を執行した。 
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(２)コピー制御お問合せセンターの運営 

Ｂ−ＣＡＳ方 式 によるコンテンツ保 護 施 策 に関 する視 聴 者 対 応 の一 次 窓 口 として、

「コピー制 御 お問 合 せセンター」を運 営 し、視 聴 者 、電 気 店 や放 送 事 業 者 からのコ

ンテンツ保護に関する問い合わせに対応した。2007 年度の総応答件数は 44,286

件 であった。運 営 については、イベント、受 信 機 の購 買 動 向 など、時 期 による問 い

合わせ変動に即した柔軟な運営を行ない、効率的な運用を行った。 

(３)双方向サービス運用支援 

地 上 デジタル放 送 におけるセキュアな双 方 向 サービスを行 うための、「汎 用 ルート

証 明 書 」に関 して、放 送 事 業 者 各 社 からの運 用 申 請 の受 付 と処 理 、覚 書 の締 結

及び支援ツールの配布等を行い、双方向サービスを行う放送事業者の支援を行 

った。 

(４)放送コンテンツ違法流通対策業務 

      ＲＭＰ特 別 委 員 会 の下 、放 送 コンテンツ適正 流 通 推 進 連 絡 会 の事 務 局 として、イ

ンターネットにおける、放 送 コンテンツの違 法 な流 通 の監 視 を行 った。本 年 度 はネ

ットオークション対 策 に加 え、投 稿 サイト・ユーチューブへの監 視 パトロール及 び削

除 要 請 作 業 を開 始 した。また、専 用 ホームページ「ホットライン・テレビ番 組 著 作

権 」を運 用 し、一 般 視 聴 者 へのテレビ番 組 の著 作 権 に関 する周 知 啓 蒙 活 動 を行

った。 

 

 

Ⅴ．会員の状況及び協会の運営 
 
会員の状況  

 
区  分 2007 年  

４月 １日 現 在  
2008 年  

３月 ３1 日 現 在  

正 会 員 227 社（団体） 226 社(団体) 

賛助会員 35    37 

特別会員 

 

合  計 

  1 

 

263 社（団体）

 1 

 

  264 社（団体） 

 

 


